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現港湾計画 
（平成 21 年 3 ⽉改訂） 

港湾計画改訂
※概 10 15 年後 ⽬標年次

１．茨城港⻑期構想策定 経緯 進 ⽅ 
 

１-１ ⻑期構想検討委員会 
 

○背景 

 茨城港の現港湾計画（平成 21年 3 月改訂）は、「茨城県港湾戦略ビジョン～首都圏 NEW ゲー

トウェイを目指して～（平成 19年 12 月）」、「茨城県北３港港湾計画策定検討委員会（平成

21年 2月）」を受け、従来の日立港、常陸那珂港、大洗港の３港が統合港湾として一体とな

り、首都圏の経済活動、とりわけ北関東地域の経済・交流活動を支援すると同時に、東京湾岸

地域の港湾物流機能等補完するため、また、経済活動と豊かな自然環境が調和し、３港が一体

となった魅力ある「みなとまち」を形成するため、平成 30年代前半を目標年次として計画さ

れたものである。 

 平成 21年 3月の港湾計画改訂以降、港湾や道路などの輸送ネットワークの整備が進み、新た

な民間投資や企業の生産拡大が進んだ一方、新型コロナウイルス感染症の拡大やロシア・ウク

ライナ問題などにより、サプライチェーン分断など大きな打撃を受けている。 

 また、世界の産業構造は、2050 年カーボンニュートラルの実現、ＡＩ・ＩｏＴなどを含むＤＸ

の推進、働き方改革に伴う時間外労働の上限規制に起因したモーダルシフトの動きが進展しつ

つあり、港湾を取り巻く情勢が変化してきている。 

 このような状況変化等を踏まえ、茨城港において、概ね 10～15 年後を目標年次とする港湾計

画を改訂する予定であり、その改訂を念頭に、概ね 20～30 年後を見据えた茨城港の将来像の

議論・検討を行い、新たな長期構想を策定するものである。 

 

○委員会の目的 

 茨城港に対する諸要請と、今後茨城港が果たすべき役割などを踏まえ、長期的視点にたった茨

城港の将来像やその実現に向けた取組の方向性を検討し、茨城港の長期構想を策定する。 
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新  ⻑期構想
※概 20 30 年後 将来像 
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１-２ ⻑期構想策定 流  
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２．茨城港 概要 
 

２-１ 茨城港 位置 役割 
 

（１）茨城港 位置 
・茨城港は、平成 20年 12 月 25 日に茨城県北部の３つの港（日立港、常陸那珂港、大洗港）が統合

し、誕生した港である。 

・茨城港は、東京都心から北東に直線距離で約 100km、茨城県の県央地域に位置し、北関東の玄関口

として利用されている。 

・また、東京湾内との航行距離は 320km 程度、航行時間では 12時間～16時間となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 茨城港の位置（広域）       図２－２ 茨城港の位置（詳細） 
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（２）茨城港 役割 
・茨城県には「茨城港」と「鹿島港」の２つの重要港湾があり、首都圏ニューゲートウェイ（北側・

東側）としての役割を担っている。 

・東側ゲートウェイである「鹿島港」は、鹿島臨海工業地帯の原材料や製品の輸送基地として重要

な物流機能を担っている。 

・北側ゲートウェイである「茨城港」は、３港区でそれぞれ機能分担をすることで、コンテナ、RORO、

フェリー、バルク、客船など、多様なニーズに対応している。 

・また、茨城港は京浜港と比べ混雑が少なく、平成 23年（2011 年）3月に北関東自動車道が全線開

通するなど、関東地域とのアクセス環境の向上により、茨城港への所要時間が短縮され、物流の

効率化を初め、CO2 削減、ドライバーの負担軽減等、大きな優位性が見込まれる。 

・また、首都直下地震など大規模自然災害時には、東京湾諸港の港湾機能を補完する役割を果たす

ことが可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３ 茨城港の役割 
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図２－４ 茨城港周辺の高速道路のネットワークの整備状況
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２-２ 茨城港 沿⾰ 
 

（１）⽇⽴港区 
・昭和 32年に新たに埠頭の建設が着手されて以来、42年には重要港湾の指定を受け発展を続けて

きた。港内には 5つのふ頭に 14の公共バースを有している。 

・現在は、完成自動車輸出入の一大拠点として、また北関東への燃料供給基地として活況を呈して

いる。なお、第 5ふ頭においては、国内最大規模の LNG タンクを有する「日立 LNG 基地」が平成

28年 3月より稼働を開始した。 
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表２－１ 日立港区の沿革 

時期 できごと 

昭和 

34 (1959) 年 10 月 第 1 船入港 

35 (1960) 年 7 月 第 1 埠頭 3,000t 岸壁完成 

37 (1962) 年 12 月 港湾運送事業法に基づく指定港になる 

42 (1967) 年 6 月 重要港湾に指定される  関税法に基づく指定港になる 

〃 11 月 第 2 埠頭 10,000t 岸壁完成 

48 (1973) 年 10 月 検疫法に基づく指定港になる 

56 (1981) 年 4 月 第 2 埠頭供用開始 

  〃 11 月 第 5 埠頭供用開始 

59 (1984) 年 2 月 九州定期コンテナ航路開設（2006 年 6 月航路廃止） 

60 (1985) 年 5 月 四国定期コンテナ航路開設（2007 年 4 月常陸那珂港へシフト） 

61 (1986) 年 2 月 東南アジア定期コンテナ航路開設（2005 年 5 月航路廃止） 

平成 

 元 (1989) 年 6 月 第 4 埠頭-12m 岸壁供用開始 

  2 (1990) 年 7 月 日立港物流センター完成 

  3 (1991) 年 12 月 第 4 埠頭コンテナターミナル供用開始 

  4 (1992) 年 1 月 メルセデス・ベンツ日本,日立市に新車整備センターを稼働 

〃 7 月 物流センターに冷凍倉庫が完成 

〃   10 月 第 2 埠頭に県営 3 号上屋(燻蒸倉庫)が完成 

  5 (1993) 年 7 月 釧路港との定期 RORO 航路開設 

  9 (1997) 年 6 月 釧路との RORO 船サービスデイリー化 

10 (1998) 年 4 月 第 5 埠頭-12m 岸壁供用開始 

11 (1999) 年 3 月 港湾計画改訂 

18 (2006) 年 6 月 北九州定期 RORO 航路開設(2011 年 2 月常陸那珂港区へシフト) 

20 (2008) 年 12 月 県北 3 港統合により茨城港誕生 

21 (2009) 年 3 月 港湾計画改訂 

22 (2010) 年 4 月 メルセデス・ベンツ日本の新車整備センターが日立市に統合 

 〃  5 月 日産自動車による北米向け乗用車の輸出が開始 

23 (2011) 年 3 月 東日本大震災発生 

26 (2014) 年 7 月 西欧定期 RORO 航路開設 

28 (2016) 年 3 月 日立 LNG 基地稼働 

30 (2018) 年 3 月 第 3 埠頭ー12m 岸壁供用開始 

31 (2019) 年 4 月 
釧路との定期 RORO 船 2 隻が大型化 

令和 
 元 (2019) 年 5 月 

  3 (2021) 年 3 月 日立 LNG 基地 2 号機稼働 
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（２）常陸那珂港区 
・昭和 58年、北関東の新たな物流拠点及び首都圏の電力需要に対応するエネルギー基地を担う重

要港湾として「常陸那珂港」の計画が策定された。その後、背後地域の物流需要の増大やコンテ

ナ船の大型化等の状況に対応するものとして適切に計画を変更しつつ平成元年、工事に着手し

た。 

・東・北・南防波堤及び、計画総面積 752ha(うち埋立面積 303ha)には北・中央・南の 3ふ頭を配

置、水深-18m の専用岸壁の他、-5.5m～-14m の公共岸壁を設け(一部は整備中)、首都圏の新たな

国際物流拠点港湾としての機能の充実を図っている。 
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表２－２ 常陸那珂港区の沿革 

時期 できごと 

昭和 
58 (1983) 年 3 月 重要港湾に指定される 

〃 6 月 港湾計画策定 

平成 

10 (1998) 年 12 月 北ふ頭地区内貿バース供用開始、第 1 船入港 

12 (2000) 年  
北ふ頭地区外貿バース供用開始(4 月)、極東ロシア定期航路開設(4 月)、韓国定期

コンテナ航路開設(8 月)、北米定期 RORO 航路開設(11 月)、欧州定期 RORO 航路

開設(12 月) 

13 (2001) 年  関税法に基づく開港となる(4 月)。苫小牧港との定期 RORO 航路開設(7 月) 

14 (2002) 年  韓国定期コンテナ航路の中国（華中）延伸(1 月) 

中国(華南)定期コンテナ航路開設(2 月)(2004 年 2 月休止→廃止) 

15 (2003) 年 12 月 常陸那珂火力発電所本格稼働 

16 (2004) 年 2 月 北米定期コンテナ航路開設 

18 (2006) 年  中央埠頭-7.5m 岸壁(耐震)供用開始(3 月)、北米定期コンテナ航路月 2 便化(6 月)

20 (2008) 年 2 月 定期コンテナ(国際フィーダー)航路開設 

〃 12 月 県北 3 港統合により茨城港誕生 

21 (2009) 年 3 月 港湾計画改訂 

〃  中央ふ頭-9m 岸壁供用開始、苫小牧定期 RORO 航路 1 日 2 便化(8 月)、豪州定

期在来航路開設(10 月) 

22 (2010) 年 10 月 極東ロシア定期 RORO 航路開設 

23 (2011) 年 2 月 
北九州定期 RORO 航路が日立港区からシフト、アフリカ定期 RORO 航路開設,南ア

メリカ定期 RORO 航路開設 

〃 3 月 東日本大震災発生 

〃 6 月 東南アジア定期 RORO 航路開設 

24 (2012) 年  豪州定期 RORO 航路開設(3 月)、中国・韓国・東南アジア定期コンテナ航路開設(10

月)(2015 年 8 月休止→廃止) 

25 (2013) 年  東・南アフリカ定期 RORO 航路開設(10 月)、常陸那珂火力発電所 2 号機本格稼働

(12 月) 

26 (2014) 年 11 月 西ヨーロッパ定期 RORO 航路開設 

28 (2016) 年  
定期コンテナ(国際フィーダー)航路開設(4 月)、中央ふ頭-12m 岸壁(耐震)供用開始

(4 月)、アフリカ定期 RORO 航路開設(7 月)、飛鳥Ⅱ 初入港(9 月)、SUBARU による

北米向け乗用車の輸出が開始(11 月) 

29 (2017) 年  韓国・中国定期コンテナ航路開設(4 月)、定期コンテナ(国際フィーダー)航路増便

(12 月) 

30 (2018) 年 10 月 アフリカ定期 RORO 航路開設 

31 (2019) 年 4 月 茨城県初の外国クルーズ船入港 

令和 

 元 (2019) 年  韓国・中国定期コンテナ航路増便(10 月)、韓国定期コンテナ航路開設(11 月) 

  3 (2021) 年  
常陸那珂共同火力発電所 1 号機本格稼働(1 月)、中央ふ頭-12m 岸壁(270m)供用

開始(2 月)、定期コンテナ(国際フィーダー)航路開設(7 月) 

  5 (2023) 年 2 月 中央ふ頭-12m 岸壁(300m)全面供用開始 

  6 (2024) 年 1 月 中国定期コンテナ航路開設 
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（３）⼤洗港区 
・昭和 33年地方港湾指定を期にそれまでの港名、磯浜港を大洗港に改め、新たな港湾建設が開始

された。54年には重要港湾の指定を受け、現在、フェリーを中心に約 1,450 万トンの貨物を取

り扱っている。 

・また、首都圏－北海道を結ぶフェリーを運航、周辺の海域環境の整備などが進められ、海洋レク

リエーションの場としてもにぎわいを見せている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

昭和 37 年撮影

昭和 49 年撮影

令和元年撮影
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表２－３ 大洗港区の沿革 

時期 できごと 

昭和 

36 (1961) 年 11 月 大洗港起工式 

45 (1970) 年 6 月 第 1 船入港 

54 (1979) 年 5 月 重要港湾に指定される 

60 (1985) 年 2 月 大洗港フェリーターミナルビル完成 

〃 3 月 大洗港～苫小牧港、室蘭港にカーフェリー就航(週 6 便) 

63 (1988) 年 4 月 県立大洗海浜公園供用開始 

平成 

4 (1992) 年 7 月 大洗マリーナ供用開始 

5 (1993) 年 11 月 室蘭航路(東日本フェリー)増便(2002 年 5 月廃止) 

〃 12 月 苫小牧航路(ブルーハイウェイライン)増便 

6 (1994) 年 10 月 新旅客ターミナルビル完成 

7 (1995) 年 1 月 第 4 埠頭-8m 岸壁供用開始 

9 (1997) 年 9 月 東京～大洗～苫小牧航路(ブルーハイウェイライン)開設(1999 年 4 月廃止)

11 (1999) 年 4 月 大洗～苫小牧航路(ブルーハイウェイライン)増便、 1 日 2 便体制へ 

13 (2001) 年 7 月 
苫小牧航路運行会社がブルーハイウェイラインから商船三井フェリーへ,体

験型科学館「大洗わくわく科学館」がオープン 

14 (2002) 年 3 月 「アクアワールド茨城県大洗水族館」がリニューアルオープン 

〃 6 月 苫小牧航路が商船三井フェリーと東日本フェリーの共同配船へ 

17 (2005) 年 6 月 にっぽん丸 初入港 

18 (2006) 年 2 月 「日光・大洗クルーズ船誘致協議会」設立 

〃 3 月 「大洗リゾートアウトレット」がオープン 

19 (2007) 年 1 月 苫小牧航路運航会社が商船三井フェリーへ一体化 

20 (2008) 年 12 月 県北 3 港統合により茨城港誕生 

21 (2009) 年 3 月 港湾計画改訂 

〃 7 月 「大洗リゾートアウトレット」が増床オープン 

〃 9 月 「かねふく めんたいパーク」がオープン 

〃 11 月 ぱしふぃっくびいなす 初入港 

22 (2010) 年 7 月 
日光地区観光協会連合会と振興協会が、クルーズ船の誘致を目指す協議

会設立 

23 (2011) 年 3 月 東日本大震災発生 

24 (2012) 年 11 月 全国クルーズ活性化会議設立 入会 

25 (2013) 年 4 月 大洗マリーナリニューアルオープン 

29 (2017) 年 7 月 大洗マリーナ新クレーン(40t 吊)供用開始 

〃 11 月 大洗シーサイドステーションオープン 

令和 

5(2023)年 6 月 大洗マリーナ民間事業者によるリニューアルオープン 

5(2023)年 10 月 大洗港区初の外国クルーズ船入港 

7(2025)年 1 月 
大洗～苫小牧航路の深夜便に LNG 燃料フェリー「さんふらわあ かむい」が

就航 
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◆完成⾃動⾞ 輸出⼊      供給拠点   発展 
 第 5ふ頭はメルセデス・ベンツ日本株式会社の完成自動車の輸入、日産自動車株式会社

の北米向け完成自動車の輸出など、自動車物流拠点としての機能のほか、東京ガス株式

会社の日立 LNG 基地の稼働に伴い、エネルギー供給拠点としての機能も果たしている。 

 また、第 3ふ頭では、令和元年 5月に第 8モータープールの供用が開始し、今後も想定

される完成自動車の取扱増加への対応が可能である。この供用により、日立港区の完成

自動車取扱機能が一層強化され、地域のさらなる発展が期待されている。 

 

 

２-３ 茨城港 特⻑ 
 

（１）⽇⽴港区 
・日立港区は整備前まで、隣接する久慈漁港の副港としての役割を持つ漁港であった。 

・日立地方は、我が国有数の工業地帯として発展し、生産された大型重量貨物の運搬は、当時の国

鉄をはじめとする陸上輸送が中心であった。しかし、陸上輸送では限界を迎え始めたため、港湾

整備の要請の高まりを受け、昭和 32年に港湾整備が開始された。 

・太平洋の波浪や、久慈川河口の流下土砂等の課題に対応しつつ港湾施設の整備が行われ、港勢は

急速に進展し、昭和 42年 6月には重要港湾の指定を受けた。 

・現在、北関東の海の玄関口という地の利を生かし、首都圏へのバラ貨物輸送拠点、完成自動車の

輸出入基地として発展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆  貨物等 多彩 物流需要 対応 
 日立港区は 5つの埠頭に 14の公共バースを有している。 

 第 1及び第 2ふ頭では石油製品や鉱産品などが取り扱われているほか、第 4ふ頭では釧 

路向けの RORO 航路がデイリー運航されるなど、北関東の海の玄関口としての役割を担っ

ている。 

 

 

完成自動車の荷役 

北海道から運ばれてくる新鮮な牛乳 バラ貨物の荷役 

日立 LNG 基地 
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◆企業進出 進 ⼀⼤輸送拠点 
 大型コンテナ船に対応する国際海上コンテナターミナルや RORO 船に対応する岸壁を持つ港

として発展している。 

 広大な開発空間により、港湾機能は拡張を続けている。北関東自動車道へ直結する利点と大

規模なモータープールを活かし、SUBARU の北米向け自動車の輸出拠点となっているほか、

港周辺には火力発電所、コマツや日立建機等の建設機械メーカーが進出している。 

 また、北海道～苫小牧港と内航 RORO 船が週 12便運航しており、首都圏の物流拠点としての

重要な役割を果たしている。 

 
 

（２）常陸那珂港区 
・現在の常陸那珂港区のエリアは太平洋戦争中、日本陸軍の飛行場として整備され、戦後は米軍に

接収され対地射爆撃場として使用されていた。 

・昭和 48年 3月に返還され、第 3次全国総合開発計画等において跡地の総合的利用が検討され、

物流拠点等として整備する方向が位置づけられた。 

・昭和 58年 3月、重要港湾に指定され、平成元年より整備が開始された。 

・また、昭和 63年には、高まる首都圏のエネルギー需要を満たすため、石炭火力発電所の立地が

確定し、平成 15年 12 月から１号機が、平成 25年 12 月には 2号機が、令和 3年 1月には共同火

力発電所 1号機が稼働を開始した。 

・現在も大規模な整備が継続中であり、既に、内貿３航路、外貿 15航路が運航され(令和 6年 12

月現在)、近隣には建設機械メーカーの工場が立地し、コンテナ、国際 RORO 航路、エネルギー、

建設機械、完成自動車の供給拠点として発展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンテナターミナル 積込中の建設機械 

(株)JERA 常陸那珂火力発電所と揚炭バース 建設機械メーカーの進出 

コマツ

◆広  ⾼規格幹線道路       

 茨城港常陸那珂港区と直結する北関東自動車道に加え、首都圏中央連絡自動車道の県内全

区間の開通及び 4車線化工事が順次進められていることに伴い、環状型の高速道路ネット

ワークが充実してきており、港へのアクセスが更に向上している。 
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◆⾸都圏と北海道を結ぶカーフェリー基地とクルーズポート 
 大洗港区は、昭和 60年 3月のカーフェリー就航以来、首都圏と北海道を週 12便体制で

結ぶカーフェリー基地として発展を続けている。 

 また、平成 7年 10月には、クルーズ船も接岸できる第 4埠頭が完成し、毎年クルーズ

船が寄港するなど物流機能のみならず、人流拠点としての魅力が高まってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）⼤洗港区 
・大洗港区は、茨城県臨海部のほぼ中央に位置し、水戸市からも約 10km と、近距離であることか

ら、古くから漁港、行楽地として知られていた。 

・昭和 33年、地方港湾の指定を受け、昭和 36年港 5カ年計画で港湾整備が開始した。 

・さらに、北関東の開発および物流拠点、特にフェリー基地としての候補地として注目され、昭和

54年 5月に重要港湾の指定を受けるとともに、長距離カーフェリーの寄港を前提とした沖防波

堤、－8.0m 岸壁の整備に着手し、昭和 60年 3月に大洗～苫小牧・室蘭が就航した。 

・現在、港周辺に商業施設が数多くオープンし、首都圏の新しいマリンリゾートとして賑わってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

首都圏と北海道を結ぶフェリー基地 旅客船埠頭 

◆海洋性レクリエーション基地としての機能も充実 
 大洗港周辺には国内屈指のカジキ釣り国際大会が開催される大洗マリーナや大洗サンビ

ーチを有し、海洋性レクリエーション基地として注目されている。 

 

 

 

大洗マリーナ 大洗サンビーチ 
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２-４ 茨城港 港勢 
 

（１）取扱貨物量 概要 
１）茨城港（３港区計）取扱貨物量 推移 
・茨城港全体の取扱貨物量は増加傾向で推移しており、令和 5年は過去最高の 3,896 万ﾄﾝとなって

いる。 

・外内出入別の推移としては、輸入貨物は年次により若干の増減はあるものの順調に増加、輸出貨

物は、H29～R3 は横ばいで推移していたが、近年、増加傾向である。移出・移入貨物はほぼ横ば

いで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－５ 茨城港（３港区計）取扱貨物量の推移 

 

２）⽇⽴港区取扱貨物量 推移 
・日立港区の取扱貨物量は、令和 4年に一時的に減少したが、令和５年には回復し、過去最高の

874 万ﾄﾝの取扱量となっている。 

・外内出入別の推移としては、輸出、移出入はほぼ横ばいで推移しており、日立港区全体の貨物量

増減は、輸入貨物の増減によるものである。 

・令和５年の輸入量の増加要因は、ＬＮＧ受入桟橋の浚渫工事がなく、桟橋の稼働日数が増えたた

め増加したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－６ 日立港区取扱貨物量の推移 
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３）常陸那珂港区取扱貨物量の推移 
・常陸那珂港区の取扱貨物量は、令和元年に若干減少、その後増加傾向にあったが、令和５年は火

力発電所の定期点検の影響により減少している。 

・外内出入別の推移としては、輸入貨物は近年やや減少、輸出貨物は令和４年以降増加、移入貨物

は微増、移出貨物は横ばいで推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－７ 常陸那珂港区取扱貨物量の推移 

 

４）⼤洗港区取扱貨物量の推移 
・大洗港区の取扱貨物量は、年次により若干の増減はあるものの、近年は約 1,450 万ﾄﾝ前後で推移

している。大洗港区が外貿貨物の取扱はなく、移出入別では、ほぼ同量の取扱量となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－８ 大洗港区取扱貨物量の推移 
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（２）荷姿別取扱貨物量 
１）茨城港（３港区計）荷姿別取扱貨物量の推移 
・茨城港（３港区計）の荷姿別貨物量の推移としては、バルク貨物が年次別に若干の増減があるも

のの順調に増加しており、R5年は過去最高の取扱量となっている。次いで、フェリー貨物、

RORO 貨物となっており、両貨物とも微増傾向となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－９ 茨城港（３港区計）取扱貨物量の推移 

 

２）⽇⽴港区取扱貨物量の推移 
・日立港区での取扱貨物は、RORO 貨物（北海道定期 RORO 航路：日立港区～釧路港）とバルク貨物

である。RORO 貨物は、ほぼ横ばいで推移、バルク貨物は、順調に増加しており、R5年は過去最

高の取扱量となっている。（※R4年の減少要因は、ＬＮＧ受入桟橋の浚渫工事により、桟橋の稼

働日数の減少によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１０ 日立港区取扱貨物量の推移 
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３）常陸那珂港区取扱貨物量の推移 
・常陸那珂港区の取扱貨物は、コンテナ貨物、RORO 貨物、バルク貨物である。コンテナ貨物と

RORO 貨物は微増傾向、バルク貨物は年次により若干の増減があるものの、増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１１ 常陸那珂港区取扱貨物量の推移 

 

４）⼤洗港区取扱貨物量の推移 
・大洗港区の取扱貨物は、フェリー貨物とバルク貨物であるが、ほぼ、フェリー貨物が占めてい

る。フェリー貨物は、H29 年以降、ほぼ横ばいで推移、バルク貨物も少量であるが、ほぼ横ばい

で推移している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１２ 大洗港区取扱貨物量の推移 
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（３）品⽬別取扱貨物量 
   R5 年実績における各港区の品目別貨物量は以下のとおりである。 

 １）⽇⽴港区 
・日立港区における外内出入別品目別貨物量（R5年実績）は、輸出貨物は完成自動車が約 89％、

輸入貨物はＬＮＧが約 87％、移出貨物は完成自動車が約 88％と特定の品目が特化した取扱量と

なっている。移入貨物は、セメント、非鉄金属、その他畜産品、揮発油等、多種な品目の取扱量

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１３ 日立港区品目別取扱貨物量（R5年実績） 
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 ２）常陸那珂港区 
・常陸那珂港区における外内出入別品目別貨物量（R5年実績）は、輸出貨物は完成自動車が約

63％、輸入貨物は石炭が約 94％、移入貨物は完成自動車が約 62％と特定の品目が特化した取扱

量となっている。移出貨物は、製造食品、その他日用品、完成自動車等、多種な品目の取扱量と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１４ 常陸那珂港区品目別取扱貨物量（R5年実績） 
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 ３）⼤洗港区 

・大洗港区における外内出入別品目別貨物量（R5年実績）は、輸出貨物及び輸入貨物の取扱いは

ない。移出貨物及び移入貨物とも、ほぼフェリー貨物となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１５ 大洗港区品目別取扱貨物量（R5年実績） 
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（４）貨物形態別取扱貨物量 
 １）コンテナ貨物 
・コンテナ貨物の取扱貨物量は、H30 から R1にかけて増加したが、その後はほぼ横ばいで推移し

ている。外内出入別では、輸出・輸入貨物は H28 年から R2年までは増加傾向にあったが、R3年

に減少し、その後、横ばいで推移している。移出・移入貨物は順調に増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１６ コンテナ貨物取扱貨物量の推移（常陸那珂港区） 

 

 ２）ＲＯＲＯ貨物 
・RORO 貨物の取扱貨物量は、R1年以降ほぼ横ばいで推移している。移出・移入貨物は、北海道定

期 RORO 航路（日立港区～釧路港）の貨物であり、移入貨物が微増傾向、移出貨物はほぼ横ばい

で推移している。輸出貨物の主要品目は産業機械であり、近年、やや増加傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１７ ＲＯＲＯ貨物取扱貨物量の推移（日立港区・常陸那珂港区） 
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 ３）フェリー貨物 
・フェリー貨物の取扱貨物量は、H29 年以降、ほぼ横ばいで推移している。移出・移入別の取扱量

は、ほぼ同量となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１８ フェリー貨物取扱貨物量の推移（大洗港区） 
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（５）主要品⽬別取扱貨物量 
 １）完成⾃動⾞ 
・完成自動車の取扱貨物量の推移は、H28 年から H29 年にかけて急増、その後、R3年までは横ばい

で推移していたが、R4年以降、再び増加傾向にある。外内出入別では、R5年実績において、輸

出貨物が全体量の約 43％を占めており、H28 年から H29 年にかけて急増、その後、R3年までは

横ばいで推移、輸入貨物は微減、移出貨物はほぼ横ばい、移入貨物は順調に増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１９ 完成自動車取扱貨物量の推移 

 

 ２）産業機械 
・産業機械の取扱貨物量の推移は、H28 年から R1年までは順調に増加していたが、R2年に減少(前

年比約 34％減）、その後、再び増加しており、R5年は過去最高の約 171 万ﾄﾝの取扱量となってい

る。外内出入別では、ほぼ輸出貨物となっており、R5年実績において約 91％を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２０ 産業機械取扱貨物量の推移 
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 日立～釧路：定期 RORO 航路がデイリー運航 

（R5 で就航 30 周年）  

 メルセデス・ベンツの東日本の輸入基地 

 日産自動車（栃木工場）による完成自動車の北米・

欧州向けの輸出基地 

 東京ガス㈱ ＬＮＧ基地が立地 

   タンク： ２３万 ×２基 

   パイプライン：茨城幹線・鹿島幹線によるループ化 

２-５ 各港区 概要 
 

（１）⽇⽴港区  完成⾃動⾞ 輸送拠点 ⾸都圏 新       供給拠点  
・日立港区は、様々な貨物を取扱う北関東の玄関口として発展し、現在では完成自動車（メルセデ

ス・ベンツの輸入基地、日産自動車の輸出基地）、石油製品、重油、ＬＮＧ等を取扱っている。

また、北海道定期航路（日立港区～釧路港）では、大型 RORO 船がデイリー運航しており、北海

道の新鮮な生乳や農産物が県内をはじめ首都圏に運ばれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日立港区と釧路港を結ぶ RORO 船「ほくれん丸」               第３ふ頭モータープール 

（川崎近海汽船(株)提供） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＬＮＧ基地 ２号タンク（令和 3 年 3 月より運転開始） 

（東京ガス(株)HP より引用） 
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 コマツ、日立建機の建設機械の組立工場が立地 

 SUBARU（群馬製作所）による完成自動車の北米・

欧州輸出基地 

 北海道定期ＲＯＲＯ航路（常陸那珂港区～苫小牧

港）就航：１日２便（日曜日を除く） 

 令和６年 1 月より新規外貿（中国）定期コンテナ航

路が開設 

 令和 5 年 4 月に外国クルーズ船「ダイヤモンド・プリ

ンセス」寄港（コロナ禍後初） 

（２）常陸那珂港区  北関東⾃動⾞道 直結       ＲＯＲＯ輸送拠点  
・常陸那珂港区は、国際海上コンテナターミナルを有する港湾として発展し、栃木県、群馬県を結

ぶ北関東自動車道により、京浜港に一極集中している物資の流れを転換し、迅速かつ環境負荷の

少ない物流を実現している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北ふ頭外貿地区（コンテナ貨物の荷役風景）             中央Ｄ岸壁（R5.3 月供用開始） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダイヤモンド・プリンセス（R5.4 月寄港） 
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 首都圏と北海道（苫小牧）を繋ぐフェリー航路が週

12 便運航⇒令和７年 1 月に新造船（LNG ﾊｲﾌﾞﾘｯ

ﾄﾞ） 就航 

 R6 年度クルーズ船寄港実績 

・にっぽん丸：５回 

・ナショナルジオグラフィックレゾリューション：１回 

・レガッタ：１回 

 全国で初めて海外から外国人が参加可能なカジ

キ釣り国際大会を開催（令和 4 年 8 月） 

（３）⼤洗港区       ⼈流 物流 賑  拠点  
・1985 年（昭和 60）年 3月のカーフェリー就航以来、首都圏と北海道を結ぶカーフェリー基地と

して発展を続けている。また、クルーズ船の寄港も定着しており、物流・人流の交流拠点として

賑わっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北海道との間を結ぶフェリー「さんふらわあ」       初の外国クルーズ船「レガッタ」（R5.10 月寄港） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カジキ釣り国際大会 

-27-



２-６ 上位計画 関連計画 
 

（１）国 上位計画 関連計画 

分類 上位計画・関連計画 概要 

港湾政策 港湾の中長期政策「PORT 2030」 

（平成 30 年 7 月 国土交通省） 

 

１.グローバルバリューチェーンを支える海上輸送網の構築

２.持続可能で新たな価値を創造する国内物流体系の構築

３.列島のクルーズアイランド化 

４.ブランド価値を生む空間形成 

５.新たな資源エネルギーの受入・供給等の拠点形成 

６.港湾・物流活動のグリーン化 

７.情報通信技術を活用した港湾のスマート化・強靱化 

８.港湾建設・維持管理技術の変革と海外展開 

総合物流施策大綱 

（2021 年度～2025 年度） 

（令和 3 年 6 月 閣議決定） 

 

【今後の物流施策の方向性】 

１.物流 DX や物流標準化の推進によるサプライチェーン

全体の徹底した最適化（簡素で滑らかな物流） 

２.労働力不足対策と物流構造改革の推進（担い手にや

さしい物流） 

３.強靭で持続可能な物流ネットワークの構築（強くてしな

やかな物流） 

港湾の開発、利用及び保全並び

に開発保全航路の開発に関する

基本方針 

（令和６年４月国土交通省港湾

局） 

 

１.我が国の産業と国民生活を支える海上輸送網の構築

と物流空間の形成 

①グローバルバリューチェーンを支える国際海上輸送網

の構築と物流機能の強化 

②資源・エネルギー・食糧の安定確保を支える国際海上

輸送網の構築 

③将来にわたり国内物流を安定的に支える国内複合一

貫輸送網の構築 

④我が国及び地域の基幹産業・地場産業を支える物流

機能の強化と港湾空間の形成 

２.観光立国と社会の持続的発展を支える港湾機能の強

化と港湾空間の利活用 

①観光を我が国の経済成長・地域活性化につなげるクル

ーズの再興 

②観光振興及び賑わい創出に資する港湾空間の利活用

③海洋再生可能エネルギーの利用及び脱炭素化に資す

る港湾空間の利活用の推進 

３.国民の安全・安心を支える港湾機能・海上輸送機能の

確保 

①災害等から国民の生命・財産を守り、社会経済活動を

維持する港湾・輸送体系の構築 

②船舶航行及び港湾活動の安全性の確保 
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カーボン

ニュートラ

ル政策 

 

 

 

2050 年カーボンニュートラルに伴

うグリーン成長戦略 

（令和 3 年 6 月 内閣官房ほか） 

 

１.港湾において、水素・燃料アンモニア等の大量かつ安

定・安価な輸入や貯蔵・配送等を図る。 

２.脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や臨海部産業

の集積等を通じて、温室効果ガスの排出を全体として

ゼロにする「カーボンニュートラルポート（CNP）」を形

成。 

３.2050 年までに港湾におけるカーボンニュー トラル実

現を目指す。 
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（２）茨城県の上位計画・関連計画 
分類 上位計画・関連計画 概要 

総合計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 次茨城県総合計画 

（2022-2025） 

（令和４年３月 茨城県） 

 

【広域交通ネットワークの整備による新たな交流・広域連

携の推進】 

・港湾は、茨城港（日立港区、常陸那珂港区、大洗港区）

と鹿島港の２つの重要港湾があり、首都圏の物流拠点と

して貨物の取扱いが増加しているほか、平成 31 年４月

には、本県初の外国クルーズ船「セブンシーズマリナ

ー」の寄港が実現し、港湾がインバウンド観光の玄関口

となることが期待されています。 

・茨城空港は、国際線が上海、西安及び台北、国内線が

札幌、神戸、福岡及び那覇への定期便が就航するととも

に、国内外との様々なチャーター便が運航されるなど首

都圏の航空需要の一翼を担っています。 

・今後、こうした陸・海・空の広域交通ネットワークを活用し

て、首都圏広域地方計画（平成 28 年 3 月国土交通省）

において示されている圏央物流リングや二地域居住・定

住圏リング、北関東新産業東西軸のほか、関東・磐越地

域などを見据えた広域的な連携も含め、様々な分野に

おける交流の拡大と活性化が求められます。 

第 4 次茨城県環境基本計画 

（令和５年３月 茨城県） 

 

●省エネルギー対策 

●二酸化炭素吸収源対策  

●再生可能エネルギーの導入促進  

●地域と共生した再生可能エネルギーの適正導入 

●いばらきカーボンニュートラル産業拠点創出プロジェクト

●分野別気候変動適応策の推進 

茨城県地域防災計画 

（令和６年３月 茨城県防災会議） 

【地震災害対策計画編】 

 

●港湾における耐震強化岸壁の整備 

・港湾の機能が麻痺することを回避し、緊急物資等の海

上輸送機能を果たし得るように十分な耐震性を有する

岸壁を各港の港湾計画と整合を図りながら整備する。 

●港湾における液状化対策の推進 

・港湾の主要施設において、地質調査や経済的な対策

工法の検討を進め、被災しても短時間で機能復旧でき

るような液状化対策を国と協議しながら推進する。 

環境計画 茨城港港湾脱炭素化推進計画 

（令和 5 年 3 月 茨城県） 

 

【取組方針】 

①次世代エネルギー供給（輸送・貯蔵等）拠点化 

②物流・人流ターミナル、港湾地域に立地する企業の活

動の脱炭素化 

③再生可能エネルギーの導入促進への貢献を通じた地

域の活性化 
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【参考：第２次茨城県総合計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 “活⼒    県⺠ ⽇本⼀幸  県” 
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県⼟ ⽀  社会資本（2050 年） 
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（３）茨城港背後市町村の上位計画・関連計画 
分類 上位計画・関連計画 概要 

総合計画 日立市総合計画 

（令和 4 年 3 月日立市） 

 

 基本方針 

・茨城港日立港区は、完成自動車の物流拠点としての機能に加

え、エネルギー供給拠点として日立 LNG 基地を有しており、多

様な物流需要にも対応できるよう、更なる活用を図る。 

 茨城港への要請 

・日立港区の整備促進 

・日立港区の利用促進及び港区周辺の利活用検討 

・カーボンニュートラルポートの形成促進と関連産業の創出促進 

第 3 次総合計画後期基

本計画 

（令和 3 年 3 月ひたちな

か市） 

 

 基本方針 

・ひたちなか市の産業の発展を牽引する茨城港常陸那珂港区の

取扱貨物量の更なる増加を図るため、国内外のポートセールス

活動、首都圏や北関東自動車道沿線の企業等を対象にしたセ

ミナーの開催などを通じて港湾の利用を促進します。また、建設

機械や完成自動車の輸出等に対応するため、岸壁やふ頭など

の整備や、港区内の波の静穏度を確保する防波堤の整備を促

進します。さらに、ひたちなか地区への物流の増加を図るため、

東関東自動車道水戸線など広域的な交通網の整備を促進しま

す。 

 茨城港への要請等 

・茨城港常陸那珂港区の整備促進 

・港湾利用促進事業の推進 

・クルーズ船寄港歓迎行事の実施 

第６次大洗町総合計画 

（令和 3 年 9 月大洗町） 

 

 茨城港への要請等 

【まちづくりの骨格となる交通ネットワークの充実】 

・ひたちなか大洗リゾート構想を視野に入れた交通ネットワークの

充実に向けて、関係機関と連携した取り組みの推進。 

【魅力あるみなとまちづくりの推進】 

・ひたちなか大洗リゾート構想の中核の一つとなる大洗港区につ

いて、魅力ある海洋性レクリエーション基地としての賑わい創出

に向け、規制緩和に向けた協議をはじめ、関係機関と連携した

取り組みの推進。 

・北海道と本町を結ぶフェリーは、海上交通機関としての役割とあ

わせ、交流機会の創出にも寄与していることから、多様化するニ

ーズに対応できるよう、関係機関と連携した取り組みの推進。 

東海村第６次総合計画 

（令和 2 年 5 月東海村） 

 

 茨城港への期待 

・東海村には、県央地域や首都圏につながる国道や高速自動車

道、鉄道路線があるほか、北関東の輸出入の玄関口として期待

される茨城港常陸那珂港区につながる高規格道路の整備進展

により、地域産業の活性化や新たな産業創生が見込まれる。 
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港は、「物流・産業」、「環境・エネルギー」、「人流・賑わい」、「安全・安心」の４つの機能（空

間）を持っている。 

３．茨城港 取 巻 状況 
 

３-１ 港 機能 
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３-２ 物流 産業 
 

（１）    輸送 常陸那珂港区  
【定期コンテナ航路】 

・常陸那珂港区は、国際海上コンテナターミナルを有する港湾として、優れた高速道路ネット―ワ

ークを活かした効率的な物流を実現。 

・韓国・中国との港湾との間に 4航路・週 4便の外貿定期コンテナ航路が就航。 

・東京・横浜との間に 2 航路・週 3 便の国際フィーダー航路が就航しており、北アメリカ、南アメ

リカ、東南アジア、オーストラリア、中国航路へ接続。 

・コンテナ取扱貨物量は 48,082TEU（過去最高） (令和 5年速報値) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 定期コンテナ航路図（令和 7年 1月時点） 
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（２）RORO 輸送 ⽇⽴港区 常陸那珂港区  
【定期ＲＯＲＯ航路】 

・日立港区では、釧路定期 RORO 航路がデイリー運航しており、北海道の新鮮な生乳や農産物が県内

をはじめ首都圏に迅速に運ばれている。〈西ヨーロッパ定期 RORO 航路(月 1～2便)は休止中〉 

・常陸那珂港区では、苫小牧定期 RORO 航路が毎日 2便、また、北アメリカ・南アメリカ・ヨーロッ

パ・東南アジア・オーストラリア・アフリカとの間に 11 航路・月 14～25 便(休止中含む)の国際

定期 RORO 航路が就航している。〈極東ロシア定期 RORO 航路(月 1～2 便)、中国・東南アジア定期

RORO 航路(月１～２便)の一部は休止中〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－２ 定期内貿ＲＯＲＯ航路図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－３ 定期外貿ＲＯＲＯ航路図 
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（３）    輸送 ⼤洗港区  
【定期フェリー航路】 

・大洗港区では、1985 年 3月のカーフェリー就航以来、首都圏と北海道をつなぐカーフェリー基地

として発展を続けており、現在は苫小牧定期フェリー航路が週 12便で運航している。 

・2025 年 1 月に、LNG 燃料フェリー「さんふらわあ かむい」が深夜便として就航し、同年中には

2隻目の LNG 燃料フェリーが投入される。（既存船と比較し CO2 排出量を約 35％削減） 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－４ 定期フェリー航路図 

 

（４）在来貨物輸送 ⽇⽴港区 常陸那珂港区  
【不定期航路（主要在来貨物）】 

・日立港区は、メルセデス・ベンツ日本の完成自動車の輸入や、日産自動車の北米向け完成自動車

の輸出、東京ガスの日立 LNG 基地における LNG 輸入、また、常陸那珂港区は、SUBARU の北米・欧

州向け完成自動車の輸出や、JERA の常陸那珂火力発電所の燃料となる石炭の輸入など、両港区と

もに自動車物流拠点としての機能の他、エネルギー供給拠点としての役割も果たしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－５ 不定期航路図 

LNG 燃料フェリー 
「さんふらわあ かむい」進水式 

（2025 年 1 月就航） 

 

出典 商船三井       （2024.4.11） 
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（５）背後 産業 
・茨城港では、日立港区の日立 LNG 基地、常陸那珂港区での常陸那珂火力発電所をはじめとしたエ

ネルギー関連企業が立地するとともに、建設機械や電気機械の製造メーカーが集積している。 

・大洗港区は商船三井さんふらわあをはじめ、小売業や食品加工販売業など、レジャー目的の観光

客をターゲットとした海運業・サービス業が立地している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－６ 日立港区主要企業立地位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－７ 常陸那珂港区主要企業立地位置図 
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図３－８ 大洗港区主要企業立地位置図 
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（６）背後 ⼯業団地 
・茨城県の過去 11年間の工場立地動向は、立地件数が全国 1位を 5回、立地敷地面積が全国 1位を

７回、県外からの移転立地件数は 7年連続全国 1位(H29～R5)を記録しており、全国トップクラス

の工場立地状況である。 

・東京圏への近接状況、港湾・空港・高速道路網など充実した輸送ルート、安価な地価などから、

立地先として選ばれている。 

・常陸那珂港区の直背後に位置する常陸那珂工業団地は、港湾と北関東自動車道に直結しており、

半導体関連企業が多く立地するほか、周辺の茨城中央工業団地等も現在造成が進んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

                          図３－９ 工業団地位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常陸那珂工業団地 茨城中央工業団地 
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（７）背後 交通網 
・茨城港は、常磐自動車道や北関東自動車道、首都圏中央連絡自動車道、東関東自動車道水戸線の

4 本の高速道路と接続しており、北関東における事業者の物流の効率化及び CO2 削減への貢献が

期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１０ 高規格道路整備状況 

【東京港から常陸那珂港区へのシフト後の所要時間】 

 

 

 

 

 

 

【東京港から常陸那珂港区へのシフト後の CO2 排出量】 
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約13.5万㎡敷地⾯積
LNG・LPG受⼊バース、内航船出荷バース受⼊設備
23万kl（地上式）×2基LNGタンク
5万kl（地上式）×1基LPGタンク
オープンラック式 100t/h 3基

150t/h 2基LNG気化設備

10レーンLNGローリー出荷設備

３-３ 環境       
 

（１）ＬＮＧ ⽇⽴港区  
・日立港区の第 5ふ頭地区では、2016 年より東京ガスの日立 LNG 基地が操業を開始。 

・その後、天然ガスの需要増加へ対応するため、2021 年 3月に 2基目となる LNG タンク及び日立 LNG

基地と神栖市を結ぶガスパイプラインが完成。東京圏・北関東圏へのエネルギー供給基地として

の役割を担っている。 

 

                    【日立ＬＮＧ基地全体概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１１ 茨城幹線（ガスパイプライン）概略図 

出典：東京ガス(株)HP 

LNG 基地 ２号タンク 
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（２）⽕⼒発電所 常陸那珂港区  
・常陸那珂港区の北ふ頭では、2003 年 12 月より常陸那珂火力発電所が発電を開始（出力 100 万 kW）。

・その後、2013 年 12 月に 2 号機（出力 100 万 kW）2021 年 1 月に常陸那珂共同火力発電所 1 号機

（出力 65万 kW)が発電を開始し、現在は総出力 265 万 kW で発電を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【常陸那珂火力発電所全体概要】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 JERA 常陸那珂⽕⼒発電所 HP 
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茨城港クルーズ船寄港実績 国内船 外国船(回)

（予定含）

※R7.2.25時点

（年度）

茨城港初の外国
クルーズ船寄港

コロナの影響に
より全寄港中止

コロナ禍後初の
外国クルーズ船寄港

３-４ ⼈流 賑   
 

（１）     常陸那珂港区 ⼤洗港区  
 １）茨城港における近年のクルーズ船寄港回数の推移 

・茨城港におけるクルーズ船の寄港実績として、H31 年 4 月に茨城港として初めて外国クルーズ船

「セブンシーズマリナー」が寄港。 

・R2 年度はコロナの影響により全寄港予定が中止となったが、R3 年度から寄港が再開され、R6 年

度は過去最高の 12隻が寄港している。 

・また、クルーズ船誘致にあたり、各地で茨城港のプロモーションを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図３－１１ 茨城港クルーズ船寄港隻数の推移 

【茨城港初の外国クルーズ船「セブンシーズマリナー」が寄港（H31.4.28）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外国クルーズ船寄港促進を目的として、米国で行われたクルーズ船見本市において茨城港のプロモ

ーションを実施（R6.4）】 

 

 

 

 

初寄港した「セブンシーズマリナー 歓迎イベントの様子 

クルーズ見本市の様子 茨城港ブースの様子 
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【令和６年度 外国クルーズ船寄港実績（令和７年 2月 25日時点】 
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（２）海辺 賑   ⼤洗港区  
・大洗港区は、北海道につながるフェリーを有した海の玄関口である。また、大洗マリーナや大洗

サンビーチ、大洗マリンタワーなどの賑わい施設が多く立地する交流拠点である。 

・平成 20年には、首都圏初の「みなとオアシス」に認定・登録された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１２ 海辺の賑わい施設整備状況（大洗港区） 
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３-５ 安全 安⼼ 
 

（１）耐震強化岸壁 整備状況 
・茨城港の耐震強化岸壁は、日立港区に第４ふ頭Ｄ岸壁(-10ｍ×1バース)、常陸那珂港区に中央ふ

頭Ａ岸壁（-7.5ｍ×1バース)及び中央ふ頭Ｃ岸壁(-12ｍ×1バース)が整備されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１３ 耐震強化岸壁整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

日立港区 常陸那珂港区 
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計画延長L=2.3km
(施設天端高:T.P+4.5m)

陸閘

水門

凡例

整備済み

堤防
L=2.3km

計画延長L=4.3km

水門

堤防

陸閘

凡例

整備済み

令和6年6⽉27⽇から運⽤開始

（２）海岸保全施設 整備状況 
・各港区海岸では、津波・高潮対策として、堤防や水門・陸閘を設置している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１４ 海岸保全施設整備状況 

日立港区 

常陸那珂港区 

大洗港区 
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2024年

10％

2034年
(10年後)

27％
2044年
(20年後) 58％

2054年
(30年後) 80％

（３）港湾     整備状況 
・茨城港は、1975 年～2004 年に整備された施設が多く、整備後 50 年が経過する岸壁延長は、2024

年時点で全体の約 10％程度であるが、2034 年には約 27％、2044 年には約 58％、2054 年には約

80％に増加する見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１５ 茨城港の係留施設の建設年代と整備延長（R6年基準） 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１６ 茨城港港湾インフラの 50年経過割合の推移 
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2030年2025年
1,545,746⼈1,532,527⼈需要量

970,306⼈1,012,147⼈供給量
△575,440⼈△520,380⼈不⾜

資料 鉄道貨物協会 令和4年度 本部委員会報告書」より作成

⾒直 後現⾏

原則 3,300時間3,516時間1年 
拘束時間

原則 284時間
最⼤ 310時間

原則 293時間
最⼤ 320時間

1か⽉の
拘束時間

継続11時間を基本とし、
9時間下限継続8時間1⽇の

休憩時間
資料 改善基準告⽰改正     _厚⽣労働省HPより作成

不⾜  営業⽤    
の輸送トン数不⾜  輸送能⼒ 場合

4.0億トン14.2％2019年
データ

資料  『物流 2024年問題』の影響について(2)」 2022年11⽉11⽇、㈱NX総合研究所より作成

2040年度2019年度
40,223⼈

51,391⼈
成⻑実現 労働参加進展    

39,549⼈ベースライン・労働参加斬新シナリオ
39,585⼈  成⻑ 労働参加現状    

※港湾労働者数の将来推計⽅法
:2040年 港湾労働者数  独⽴⾏政法⼈労働政策研究 研修機構 労働⼒需給 推計-労働

⼒需給   (2018年版)による将来推計-」での2040年 労働⼒⼈ (推計値)をもとに試算。
:2019年度 港湾労働者数   港運要覧(令和2年版)」による。

４．社会経済情勢 展望 
 

４-１ 労働⼒不⾜ 
 

・我が国の総人口は平成 20年（2008 年）頃をピークに減少に転じ、2050 年代頃には 1億人を切り、

生産年齢である 15歳から 64歳までの人口割合は、2060 年代頃には約 5割にまで減少すると見込

まれている。 

・物流産業においては、少子高齢化と生産年齢人口の減少により労働力不足が問題となるなか、さ

らに 2024 年度からトラックドライバーに対して、時間外労働の上限規制が適用されており、トラ

ックドライバーの労働需給はさらに逼迫する恐れがある。 

・港湾労働者や船員においても、働き方改革が進められており、将来的な労働力不足が懸念されてい

る。 

 

【トラックドライバー需要の将来予測】   【2024 年問題の影響】 

                     ○改善基準告示（改正）の内容 

 

 

 

 

 

 

                     ○改善基準告示（改正）が適用された場合の影響 

 

 

 

【港湾労働者不足の動向】 

○港湾労働者の将来推計 

  

 

 

 

 

 

○港湾労働者の不足状況 

 

 

 

 

 

 

-50-



４-２          多元化 強靭化 
 

・新型コロナウイルス感染症流行により、一部の部品生産の停滞やコンテナ船の減便等によるサプ

ライチェーンの混乱が発生した。加えて、直近の地政学的リスクや経済安全保障上のリスクの高

まり、サプライチェーンの多元化・強靭化の必要性が強く認識されている。 

・サプライチェーンの多元化・強靭化に向け、調達・生産・販売拠点の分散化や、調達・生産の日

本国内への回帰、代替輸送手段の確保等が進むとみられる。 

 

【サプライチェーンリスクに対する認識の高まり】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-51-



４-３ 2050 年           実現 
 

・令和 2 年 10 月、政府は、2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、カーボン

ニュートラルを目指すことを宣言し、同年 12 月、日本全体の取組として「2050 年カーボンニュ

ートラルに伴うグリーン成長戦略」が策定された。 

・2030 年度までに温室効果ガスの排出を 46％削減（2013 年比）し、2050 年の脱炭素社会の実現に

向けて、産業構造と社会経済の変革を進めていくこととしている。 

 

【2050 年カーボンニュートラル実現に向けたフロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：2025 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和 3 年 6 月 18 日） 

     【成長が期待される 14分野】 

分類 分野

エネルギー 
関連産業 

①洋上⾵⼒ 太陽光 地熱産業（次世代再⽣可能     ）
②⽔素 燃料     産業 
③次世代熱エネルギー産業 
④原⼦⼒産業 

輸送・製造 
関連産業 

⑤⾃動⾞ 蓄電池産業 
⑥半導体・情報通信産業 
⑦船舶産業 
⑧物流 ⼈流 ⼟⽊    産業 
⑨⾷料 農林⽔産業 
⑩航空機産業 
⑪カーボンリサイクル・マテリアル産業 

家庭・ 
オフィス 
関連産業 

⑫住宅 建築物産業 次世代電⼒      産業
⑬資源循環関連産業 
⑭ライフスタイル関連産業 

資料：2025 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略（令和 3 年 6 月 18 日）より作成 

-52-



○訪日クルーズ旅客を令和７年にコロナ禍前ピーク

水準の 250 万人 

○外国クルーズ船の寄港回数を令和７年にコロナ禍

前ピーク水準の 2,000 回 

○外国クルーズ船が寄港する港湾数について、令和

７年にコロナ禍前ピーク水準の 67 港を上回る 100 港 

４-４       観光 深化 
 

・令和 5年 3月 31 日に閣議決定された「観光立国推進基本計画」では、持続可能な形での観光立国

の復活に向けて、基本的な方針の 1つとしてインバウンド回復戦略を掲げている。 

・同計画では、インバウンド回復に向けた受入環境の整備として、新型コロナウイルス感染症流行

の影響により運航を停止していた国際クルーズの受入れを令和 5 年から再開するとともに、クル

ーズ再興にかかる新たな目標値を設定しており、令和 7 年には、旅客数ではコロナ禍前のピーク

水準にまで回復させることを目指した取組を進めている。 

 

                          クルーズ再興に向けた新たな目標 

                           【観光立国推進基本計画】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－１ 我が国におけるクルーズ船の寄港回数の推移 

資料：「訪日クルーズ旅客数とクルーズ船の寄港回数」 

    （2023 年速報値）（国土交通省港湾局） 
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４-５      ⽼朽化 
 

・今後、全国で高度経済成長期に集中的に整備した港湾施設の老朽化による港湾機能維持問題が更

に顕在化する見込みである。 

・係留施設（岸壁）では、建設後 50年以上経過する施設が、令和 22年（2040 年）には約 7割に急

増するため、施設の改廃を含むインフラ管理（アセットマネジメント）が必要となっている。 

 

【供用後 50年以上経過する岸壁の割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：「国土交通省における港湾施設の維持管理の取組について」（国土交通省港湾局） 
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４-６ 巨⼤地震 切迫 
 

・令和 4 年 1 月に国の地震調査研究推進本部地震調査委員会が公表した長期評価において、南海ト

ラフ沿いの大規模地震（M8～M9 クラス）が今後 40年以内に発生する確率は、前年の「80～90%」

から「90%程度」に引き上げられた。 

・平成 30 年台風 21 号や、令和元年の房総半島台風、東日本台風をはじめ、港湾における台風被害

が激甚化・頻発化している。気候変動により、今後は、平均海面水位の上昇に加え、台風等による

高潮や波浪による被害の増大が懸念される。 

 

【今後 30年以内に地震が発生する確率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【気候変動による日本沿岸への影響（将来予測）】 

 

 
 

 

 

 

 

 

出典：「気候変動を考慮した臨海部の強靭化 

のあり方に係る参考資料」 

令和 5 年 6 月 28 日（国土交通省港湾局） 
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資料：茨城港港湾統計データより

（空コンテナ含む） 常陸那珂港区北ふ頭外貿地区 

５．茨城港 課題 
 

５-１ 物流 産業 関  課題 
 

（１）    貨物取扱機能 効率化 拡充 向  取組 
・茨城港（常陸那珂港区）におけるコンテナ航路は、外貿定期コンテナ航路として、韓国・中国航

路週 2便、韓国航路週１便に加え、2024 年 1月から新たに中国航路が週１便開設され、計週 4

便が就航している。また、国際フィーダー航路として週 3便が就航している。 

・2023 年の取扱貨物量は、過去最高の 48,082TEU（過去 10年間で約 1.6 倍の増加）となってい

る。 

・増加の要因は、2024 年問題を控え、トラックドライバーの人手不足対策として慢性的に混雑し

ている京浜港からの貨物シフトも一因としてある。 

・北ふ頭外貿地区にはコンテナバースが 3バース整備されているが、外内貿コンテナ船、外貿

RORO 船、外貿一般貨物船が利用しており、岸壁の不足及びふ頭混雑が発生している。 

・今後、サプライチェーンの多元化等によりコンテナ貨物量や航路数の増加が想定されることか

ら、コンテナターミナルにおける生産性向上や労働環境改善に向け、物流の効率化や、更なるタ

ーミナルの効率的な運用（ＡＩターミナル等）に向けた取組が必要である。 

・また、貨物増加に伴い、サプライチェーン強靭化は更に重要性を増すことから、大規模災害時に

も物流機能が継続される取組が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ コンテナ貨物量の推移 
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資料：茨城港港湾統計データより作成

⽇⽴建機

コマツ

産業機械蔵置エリア

背後地の⼯場から
北ふ頭外貿地区の産業機械蔵置エリアへ輸送

蔵置エリア
（計画）

常陸那珂港区 

（２）RORO 貨物取扱機能 効率化 拡充 向  取組 
・茨城港において、外貿 RORO 航路は 12航路(常陸那珂港区・日立港区)、内貿 RORO 航路は 2航路

(常陸那珂港区・日立港区)就航している。（日立港区の西ヨーロッパ定期 RORO 航路、常陸那珂

港区の極東ロシア定期 RORO 航路、中国・東南アジア定期 RORO 航路の一部は休止中） 

・常陸那珂港区における令和 5年の産業機械の輸出貨物量は、過去最高の 155 万トン（令和元年比

約 1.5 倍）に増加、今後も世界的な産業機械の需要も増加傾向にあることから、更に輸出の増加

が続くことが見込まれる。 

・また、今後は労働力不足に起因する 2024 年問題への対応として、陸上輸送から海上輸送への利

用転換がさらに進むことが想定される。 

・そこで、今後も荷主の競争力強化を図る(荷役の効率化、輸送コストの削減等)ため、RORO 貨物

取扱機能の効率化・拡充に向けた取組が必要である。 

・また、コンテナ貨物同様、サプライチェーン強靭化のため、大規模災害時にも物流機能が継続さ

れる取組が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ 常陸那珂港区における産業機械（輸出）の推移 
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2020年 2021年 2022年 2023年

工場立地件数 65件（全国１位） 51件（全国２位） 60件（全国２位） 75件（全国１位）

工場立地面積 95ha（全国２位） 99ha（全国２位） 116ha（全国１位） 165ha（全国２位）

県外企業立地件数 38件（全国１位） 28件（全国１位） 40件（全国１位） 47件（全国１位）

資料：茨城県工場立地動向調査

日立港区 

常陸那珂港区 

（３）産業⽤地 確保 拡充 向  取組 
・現在、茨城港周辺には、常磐自動車道（常磐道）、北関東自動車道（北関東道）、首都圏中央連

絡自動車道（圏央道）、東関東自動車道水戸線（東関道）の４本の高規格幹線道路が通ってい

る。 

・北関東道と直結する常陸那珂港区をはじめ、いずれも高速道路へのアクセスが良く、物流の効率

化が図られたことから、港の周辺にはエネルギー関連事業所や建設機械の製造拠点が進出し、ア

クセス性を活かした事業が展開されている。 

・このような道路網の整備に伴い、茨城県の工場立地件数のうち、県外からの移転立地件数は、過

去 10年間で全国１位を９回記録している。 

・しかし、臨海部の現状においては、新規企業立地に対応できる用地は、日立港区では 3.1ha、常

陸那珂港区でも 42.7ha となっている。 

・そこで、港の企業立地と港湾利用を促進する上で、産業用地の確保・拡充に向けた取組が必要で

ある。 

 

表５－１ 茨城県工場立地動向 
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５-２ 環境       関  課題 
 

（１）温室効果  削減 向                 取組 
・気候変動等に対応するため、国内外では脱炭素社会の実現に向けた動きが加速しており、特に臨

海部での CO2 排出量が多いことから、茨城港においても温室効果ガス削減への取組が望まれる。

・茨城港においては、令和 5 年 3 月に「茨城港港湾脱炭素化推進計画」を作成し、今後、同計画に

基づいて脱炭素化に向けた取組を進めることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        注：斜字体は既に実施中のもの 
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大洗港区に初入港した「レガッタ」 
（30,277 総トン）2023 年 10 月 28 日 

常陸那珂港区に初入港した 
「セブンシーズエクスプロ―ラー」

（55,254 総トン）2023 年 5 月 6 日

やんさ太鼓保存会による 
入港歓迎演奏 

浴衣着付け体験 建機展示・グッズ販売 大洗高校による 
お見送り演奏 

５-３ ⼈流 賑   関  課題 
 

（１）    船受⼊環境        促進（⼤洗港区 常陸那珂港区） 
・新型コロナウイルス感染症の流行後、国際クルーズは運航休止の状態が続いていたが、令和 4年

11月に関係業界団体が国際クルーズ運航のためのガイドラインを策定し、このガイドラインを

踏まえ、令和 4年 12月から本邦クルーズ船社、令和 5年 3月から外国クルーズ船社による運航

が再開された。 

・茨城港においても、令和 6年度に 12隻（常陸那珂港区 5隻、大洗港区 7隻）の寄港が予定され

ており、港湾がインバウンド観光の玄関口となることが期待されている。 ※R7.2.25 時点 

・現在、クルーズ船の受入については、大洗港区に客船バースが整備されているが、大洗港区に入

港できない大型クルーズ船は常陸那珂港区に寄港している。 

・しかし、常陸那珂港区では、貨物船バースを利用していることから、貨物船との入港調整が必要

となっている。 

・そこで、クルーズ需要増加による地域振興を促進するため、クルーズ船の受入環境の強化が必要

である。 

・また、茨城県には魅力的な観光スポットが数多くあることから、これら観光スポットとの連携に

よるクルーズ船誘致が必要である。 

 

       【クルーズ船受入岸壁（現状）】 
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⼤洗サンビーチ海⽔浴客数の推移（千人） 春シーズンの潮干狩り 

夏の海水浴 

大洗港区 

（２）観光客 利便性向上（⼤洗港区） 
・大洗港区南側に位置する大洗サンビーチ海水浴場は、春には潮干狩り、夏には海水浴で、県内外

から多くの観光客が訪れている。 

・海水浴客数は、H25 年以降は減少傾向であり、さらに、R2年からは新型コロナウイルス感染症流

行の影響により海水浴場が開設中止となったが、R4年は R1実績程度まで回復している。茨城県

内の全海水浴客数の約４割の方が大洗サンビーチ海水浴場に来訪している。 

・しかし、年々海水浴場の海岸線が漂砂堆積によって前進しており、現海岸線とトイレ等の施設と

の距離が離れてきている。 

・観光客数の回復・拡大を図るため、観光客の利便性・快適性の向上に向けた対応が必要である。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－３ 大洗サンビーチ海水浴客数の推移 
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24%

〈⽇⽴〉
2024年

88%

〈⽇⽴〉
2054年
(30年後)

⽇⽴港区

常陸那珂港区

〈常陸那珂〉
2024年

0％

73%

〈常陸那珂〉
2054年
(30年後)

⼤洗港区

〈⼤洗〉
2024年

12％
〈⼤洗〉

2054年
(30年後)

85％

５-４ 安全 安⼼ 関  課題 
 

（１）港湾施設 ⽼朽化対策 
・茨城港の港湾施設において、日立港区は、第１ふ頭地区から整備が進められ、1959 年(昭和 34

年)に第 1ふ頭の１-Ａドルフィン及び１-Ｂ岸壁が完成、その後１-Ｃ岸壁、１-Ｄ岸壁が完成

し、現時点で整備後 50年以上経過している施設が 24％、30年後には 88％に達する。また、常

陸那珂港区は、南岸壁Ａ及び南岸壁Ｂが 1991 年(平成 3年)に完成し、現時点で整備後 50年以上

経過している施設は 0％であるが、30年後には 73％に急増する。大洗港区は、第１埠頭Ｂ岸壁

が 1971 年(昭和 46年)、第１埠頭Ａ岸壁が 1973 年(昭和 48年)に完成し、整備後 50年以上経過

している施設が 12％程度だが、30年後には 85％となる見込みである。 

・今後、施設の老朽化が進む中、限られた財源の中で将来に渡って必要な港湾施設が機能を発揮し

続けるため、事後保全的な維持管理から予防保全型の維持管理へ転換し、計画的・総合的な港湾

施設の老朽化対策を行ってきている。 

・更に、港湾施設の戦略的なアセットマネジメントの構築に取り組むことが望まれる。 

 

【港区別港湾インフラの老朽化（50年経過）割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：港湾施設情報より作成 
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大洗港区 

（２）⾃然災害等  対応 
・茨城県では、平成 16年 6月に「茨城沿岸海岸保全基本計画」を策定し、これに基づいて海岸保

全を進めてきている。 

・しかし、平成 23年 3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震において甚大な津波被害を受けた

ことから、本計画の津波防護に関する見直しが生じたこと、また、既存の海岸保全施設の老朽化

が進行する中、将来を見据えた戦略的・計画的なメンテナンスが必要であることから、 茨城沿

岸海岸保全基本計画を平成 28年 3月に改訂した。 

・高潮等の災害等から背後地の住民や企業等を守るため、海岸保全施設の強靭化に向けた取組を引

き 続き進めることが必要である。 

・また、地震災害に対し、港湾施設の耐震化や液状化対策を推進することや、安全な荷役の確保の

ため、港内静穏度を確保するための取組を引き続き進めることが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波高潮対策のための水門 

南防波護岸津波高潮対策 
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６．茨城港⻑期構想策定⽅針 
 

６-１ 茨城港 強  弱  
 

（１）茨城港 強  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①物流・産業 

 高速道路網への優れたアクセス性 

・地理的ポテンシャルを有し、背後からの交通アクセスが飛躍的に向上しており、特に、常陸那

珂港区は、北関東自動車道（東水戸道路）が港に直結した〝港と高速道路を一体として計画さ

れた港湾〟であり、渋滞がほとんどなく、計画性を持った輸送が可能となっている。 

 首都圏と世界を結ぶ国際物流拠点 

・常陸那珂港区では北アメリカ・南アメリカ・ヨーロッパ・東南アフリカ・東南アジア・オース

トラリア・アフリカとの間に 11 航路・月 14～25 便(休止中含む)の国際定期 RORO 航路が就航

しており、首都圏と世界を結ぶ国際物流拠点としての機能を担っている。 

 首都圏と北海道を結ぶ内貿ユニットロード基地 

・大洗港区は、苫小牧港と週 12便体制で結ぶカーフェリー基地として、日立港区は、釧路港と

週７便体制、常陸那珂港区は、苫小牧港と週 12便体制で内貿定期 RORO 航路が就航してお

り、首都圏と北海道を結ぶ内貿ユニットロード基地としての機能を担っている。 

 完成自動車の輸出入拠点 

・茨城港は広大なモータープールを有し、日立港区は、メルセデス・ベンツの東日本の輸入拠

点、日産自動車の北米向け完成自動車の輸出、常陸那珂港区は、SUBARU の北米・欧州向け完

成自動車の輸出など、自動車物流拠点としての機能を担っている。 

 

②環境・エネルギー 

 エネルギー供給拠点 

・日立港区には、東京ガスの日立 LNG 基地（地上式では世界最大級の大きさとなる LNG 貯蔵タ

ンク(23 万 )）、常陸那珂港区には、JERA の常陸那珂火力発電所(発電量は約 265 万 kw で、

約 66万世帯の電力利用量に相当)等があり、首都圏へのエネルギー供給基地としての役割を

担っている。 

 

③人流・賑わい 

 海洋性レクリエーション基地及び観光拠点としての機能が充実 

・大洗港区には、国内屈指のカジキ釣り国際大会が開催される大洗マリーナや大洗サンビーチ

等の海洋性レクリエーション基地の他、アクアワールド茨城県大洗水族館や大洗わくわく科

学館等が近接するなど、観光拠点としての機能を有している。 

・常陸那珂港区には、背後に国営ひたち海浜公園が整備されており、県内外から多くの人が訪

れている。（R5年度の来園者数約 180 万人） 
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（２）茨城港 弱  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①物流・産業 

 岸壁不足に伴う滞船・運航遅延 

・今後、慢性的に混雑している京浜港からの貨物シフトやサプライチェーンの多元化等によ

り、更なる貨物量・航路数の増加が想定される。将来の岸壁不足による滞船・運航遅延が発

生する可能性がある。 

 新たな事業展開用地が少ない 

・茨城県は首都圏に近いという立地の優位性、高速道路網の整備等により物流効率が良いこと

から、新規県外企業立地件数が全国１位となっている。しかし、港湾利用促進と合わせた港

湾空間への新規企業誘致にあたっては未利用地が不足傾向である。 

 

③人流・賑わい 

 クルーズ船の需要増に対応できる公共岸壁の確保 

・大洗港区と常陸那珂港区でクルーズ船を受け入れており、大型クルーズ船は常陸那珂港区に

寄港している。 

・しかし、常陸那珂港区では公共一般岸壁をクルーズ船の着岸に使用しており、貨物の増加に

伴いクルーズ船の寄港に対応できなくなる可能性がある。 

 快適な親水空間の整備 

・港への来訪者が憩い楽しむ場における、利便性・快適性が不足している。 
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６-２ ⻑期構想 ⽅向性 
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６-３ ⻑期構想 基本理念 
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６-４ 茨城港 取組⽅針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目指す姿 取組方針 

茨城・北関東地域の経済をけん引し、 

首都圏の物流機能等を補完する港 

環境保全に貢献する港 

賑わいと活気にあふれる港 

災害対応力の高い強靭な港 

（１）物流 産業 

（２）環境       

（３）⼈流 賑   

（４）安全 安⼼ 

首都圏のゲートウェイとして 

物流や産業の発展を支える 

海上輸送拠点の形成 

背後地域の脱炭素化を支援する 

カーボンニュートラルポートの形成 

背後地域の観光振興を支える 

交流・賑わい拠点の形成 

災害対応力の向上による 

安全かつ安定した港湾機能の形成 
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（１） 物流 産業  関  取組⽅針 
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（２） 環境        関  取組⽅針 
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（３） ⼈流 賑    関  取組⽅針 
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（４） 安全 安⼼  関  取組⽅針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-
7
2
-



セミナー（いばらきの港説明会）の様子 

常陸那珂港
振興協会

荷主・船社・
フォワーダー

コンテナ貨物の利用促進
を図るために助成を実施

航路 寄港地 寄港日

常陸那珂-仙台-苫小牧-石狩-酒田-釜山-蔚山-光陽-上海-寧波-釜山-川崎-常陸那珂 週１便：土曜日

常陸那珂-釜山新港-釜山-蔚山-光陽-青島-大連-釜山-新潟-秋田-苫小牧-八戸-仙台-常陸那珂 週１便：木曜日

中国定期コンテナ航路 上海-名古屋-東京-常陸那珂-仙台-上海-太倉 週１便：木曜日

韓国定期コンテナ航路 常陸那珂-仙台-八戸-苫小牧-酒田-釜山-釜山新港-清水-常陸那珂 週１便：金曜日

常陸那珂-鹿島-横浜・東京
・横浜・東京でOOCL東南アジア航路等（基隆、香港、シンガポール、レムチャバン等）に接続

週２便：水曜日・金曜日

常陸那珂-横浜-苫小牧-八戸-横浜
・横浜でCMA CGM等の外航航路（北米、東南アジア、豪州、南米、中国等）に接続

週１便：月曜日

国際フィーダー航路

韓国・中国定期コンテナ航路

６-５ 茨城港    主 取組内容 
 

（１） 物流 産業  関  主 取組内容 
 

取組① 定期コンテナ航路等の拡充 

 わが国と海上貿易量が多く、荷主からのニーズの高い東南アジア向け直行航路の開設や国際フィ

ーダー航路等の拡充に向け、茨城港の地理的特性（京浜港及びその周辺交通混雑回避）を活かし、

ポートセールス活動に取り組んでいく。 

 また、地球温暖化が進む中、北極海航路などその他の航路の就航の可能性についても、国際情勢

の動向や荷主のニーズ等の把握に努めながら研究を進めていく。 

 

表６－１ 定期コンテナ航路の就航状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６－１ わが国の海上貿易量の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期コンテナ航路利用助成制度 
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取組② 新たな施設整備促進及び産業用地の確保（日立港区） 

 日立港区では、完成自動車の増加や新規企業誘致に向けた用地不足が課題となっている。 

 これらの課題を踏まえ、新たな造成や土地利用の再編等により、埠頭用地や産業用地の確保のた

めの検討を進めるなど、物流機能の強化への取組を推進していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組② 新たな施設整備促進及び産業用地の確保（常陸那珂港区） 

 常陸那珂港区では、新規企業誘致等に対する用地不足、貨物の混在による荷さばき地の不足や施

設不足、クルーズ船と一般貨物船とのバース調整等が課題となっている。 

 これらの課題を踏まえ、企業立地と港湾利用の促進を図るため、産業用地の確保とともに、物流

機能の強化への取組を推進していく。 
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取組② 新たな施設整備促進及び産業用地の確保（大洗港区） 

 大洗港区では、モーダルシフトの進展等による将来的な需要増加への対応が必要である。 

 このため、土地利用の再編を含めた既存土地の利活用の検討を進めるなど、必要な物流機能の確

保に向けた取組を推進していく。 
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取組③ モーダルシフトの進展に対応したフェリー・ＲＯＲＯ輸送能力の強化 

 フェリー・RORO 船による輸送は、特にドライバーの実労働時間の短縮に効果があり、「物流の 2024

年問題」等により不足するトラック輸送量に対し、効果が期待される。 

 茨城港は、首都圏の物流機能等を補完する優位性があることから、モーダルシフトに対応するた

めの船舶の大型化等に対応した港湾整備や情報通信技術により荷役効率化等を図る「次世代高規

格ユニットロードターミナル」の形成を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北陸地方整備局における

高規格ユニットロードターミナル

要素技術の検討 

（令和 5 年 2 月 2 日 国土交通省

北陸地方整備局 
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取組④ 情報通信技術を活用した港湾のスマート化 

 将来にわたって労働力不足等が懸念されており、作業の削減や円滑化等を進めるため、民間事業

者間のコンテナ物流手続きを電子化する「サイバーポート」の取組を推進し、業務の効率化によ

るコンテナ物流全体の生産性向上を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省資料 

【データ連携による短期的効果】 

・データ連携による再入力・照合作業の削減 

・トレーサビリティ確保による状況確認の円滑化 

【情報利活用による長期的効果】 

・データ分析に基づく戦略的な港湾政策立案（国等） 

（港湾施設に関する計画、整備、維持管理に至る効率的なアセットマネジメント等） 

・蓄積された情報とＡＩ等の活用等により新たなサービスの創出（民間事業者等） 

 コンテナ物流全体の生産性の向上・国際競争力強化 

事業種別の情報伝達方法 

事業者間の情報伝達イメージ 

Ｃyber Ｐort を活用した事業者間の情報伝達イメージ 
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③   処理 迅速化

取組⑤ ヒトを支援するＡＩターミナルの形成 

 常陸那珂港区のコンテナ貨物量は今後も増加が見込まれるが、労働力人口の減少や高齢化による

港湾労働者不足、大型コンテナ船の寄港増加に伴うコンテナターミナル及びターミナルゲートの

処理能力不足といったことが懸念される。 

 これらに対応するため、良好な労働環境と世界水準の生産性を有する「ヒトを支援するＡＩター

ミナル」について、労働力人口の減少等の状況に応じ、形成を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①    蔵置場所 最適化 ②RTG 遠隔操作化 ⾃動化

⑥暗黙知 定式化

④         効率化 
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取組⑥ 背後地との道路ネットワークの強化 

 茨城県では物流ルートのアクセス性向上に向け、広域道路ネットワークの整備を推進している。

 港湾と背後道路のネットワーク強化として、国道 245号拡幅、常陸那珂港区と国道６号を結ぶ水

戸外環状道路、国道 6号大和田拡幅等の整備が進められている。 

 これら背後交通ネットワークの整備による茨城港の優位性をＰＲ（ポートセールス等）し、貨物

増加に向けた取組を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東ブロック 広域道路ネットワーク計画図（案） 

港湾背後地における道路整備計画 
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目標年次 液化水素 アンモニア

2030年 8万ﾄﾝ／年（113万 ／年） 43万ﾄﾝ／年（64万 ／年）

2050年 19万ﾄﾝ／年（268万 ／年） 102万ﾄﾝ／年（153万 ／年）

海上
輸送

将来大型化船舶
での輸送

2030年
2050年

16万 級船舶（喫水12ｍ） 26万 級船舶（喫水14ｍ）

2030年
3,540ﾄﾝ（5万 ）

5基
5.5万ﾄﾝ（8.2万 ）

4基

2050年
3,540ﾄﾝ（5万 ）

6基
5.5万ﾄﾝ（8.2万 ）

4基

必要輸送量（換算）

貯蔵 将来大型タンク

資料：茨城港港湾脱炭素化推進計画（令和5年3月）

※試算条件：現在の経済活動が将来も継続するという前提の下、仮に茨城港におけるCO2排出量を全て水素・アン
モニア等ＣＮ燃料に換算した場合で推計

陸上輸送 パイプラインやローリー等

２つの港を活かしたクリーンエネルギー拠点化イメージ 

目標年次における必要供給能力（試算） 

（２） 環境        関  主 取組内容 
 

取組① 次世代エネルギーの供給（輸送・貯蔵等）拠点化 

 日立港区は、LNG や石油製品の供給拠点となっており、水素やアンモニアに転換されること

を想定した場合、茨城港の背後地域での消費だけでなく、二次輸送分の次世代エネルギーの

需要ポテンシャルを有している。また、常陸那珂港区については、火力発電所で使用されて

いる化石燃料の次世代エネルギー転換を構想として掲げている。 

 今後は、既存施設の活用を含め、受入施設（岸壁）及び貯蔵施設（タンク）の整備、必要に

応じて新たな用地造成等、次世代エネルギーの供給拠点の形成を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸送船：「16万 型運搬船（想定）」
（2020年代半ば実用化目標）
全長：約346m、全幅：約57m、
喫水：9.5m、タンク容量：16万 
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荷役機械の水素燃料化 

○ディーゼルエンジンで駆動する荷役機械を水素燃料電池（FC）へ転換し、CO2 を削減 

             RTG     図

出典：LA港湾局HP

豊田通商等がロサンゼルス港におい
てトップハンドラー等の荷役機器及
びドレージトラックのＦＣ化と超高
圧水素充填車を用いた港湾水素モデ
ルの実証事業を実施 出典：三井E&SマシナリーHP

三井E&Sマシナリーが門型
クレーン（RTG）のＦＣ化
に係る開発事業を実施

トラック等のＥＶ・ＦＣＶ化 

船舶への陸上電力供給 

○港湾に停泊中の船舶は、船内のディーゼルエンジンから船内電源を確保しているが、陸上電力

供給へ転換し、船舶のアイドリングストップにより CO2 を削減。 

取組② 物流・人流ターミナル、港湾地域に立地する企業活動の脱炭素化 

 茨城港では、2030 年までに温室効果ガスの排出量を 46％(2013 年比)削減、2050 年までにカーボ

ンニュートラルの実現を目指す。 

 温室効果ガス排出量の削減に向け、公共ターミナル内の荷役機械の電化やＦＣ化の導入・促進、

停泊中の船舶への陸上からの電力確保機能を充実させる。 

 また、公共ターミナル内に出入りするトラック等のＥＶ・ＦＣＶ化の促進及び環境整備を図って

いく。 
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取組③ 脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた土地利用 

 CO2 の排出量の削減等を通じてカーボンニュートラルを実現するため、茨城港の港湾地域に求め

られる役割や機能を港区ごとに示す。 

 なお、具体的な将来計画については、ここで示す内容を基礎として、今後、関係者が連携して検

討する。  ※茨城港港湾脱炭素化推進計画より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼟地利⽤ ⽅向性（⽇⽴港区） ⼟地利⽤ ⽅向性（常陸那珂港区）

⼟地利⽤ ⽅向性（⼤洗港区）
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取組④ 港湾脱炭素化促進事業の推進 

 茨城港におけるカーボンニュートラルポートの形成に向け、各種取組を進めていく。 

 今後、事業者の取組内容が具体化した段階において、港湾脱炭素化推進計画を見直し、港湾脱炭素化推進事業へ追加していく。 
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取組⑤ 港湾の脱炭素化に関する将来構想 

 将来構想については、技術開発の進展、各企業の取組方針等を踏まえ、茨城港におけるカーボンニュートラルポートの形成に向け、各種取組を進めてい

く。 
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訪日旅客の利便性向上に向けた取組 

茨城港クルーズ船寄港実績 

※R6年度は予定含む 

資料：海洋周辺地域における訪日観光の魅力向上事業 
    国土交通省 

（３） ⼈流 賑    関  主 取組内容 
 

取組① クルーズ船の受入環境整備 

 茨城港のクルーズ船はコロナ禍以降増加しており、R6 年度(2/25 時点)で 12 隻(予定 1 隻含む)

となっている(大洗港区 7 隻、常陸那珂港区 5 隻)。特に外国船の寄港が増加しており、R6 年度

は 6隻（過去最多）となっており、クルーズ船の増加が見込まれるなか、常陸那珂港区では、貨

物船との利用調整が課題となっている。 

 今後は、クルーズマーケットのカテゴリーにおける「ラグジュアリー」、「プレミアム」等のクル

ーズ船を大洗港区への寄港誘致を推進することを基本としつつ、大洗港区で受入が困難である大

型クルーズ船等は常陸那珂港区において寄港誘致を推進するため、ハード・ソフト両面からクル

ーズ船の受入環境の充実化を図るとともに、クルーズ船の大型化に対応する船舶航行安全性の検

証を推進する。 
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【常陸那珂港区】 
 当面は、貨物船との入港調整により受入対応を図る。 
 大型のクルーズ船が着岸可能な環境整備を図る。 

【大洗港区】 
 「ラグジュアリー、プレミアム」等のクルーズ船が着岸可能な環境整備を図る。 
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観光施設 移動距離 移動時間

③袋田の滝 約70km 約2時間30分

⑥牛久大仏 約80km 約1時間20分

⑪世界遺産「日光の社寺」 約150km 約2時間20分

大洗港区⇒

港湾背後の主な観光施設 

【外国クルーズ船
「ダイヤモンド・プリンセス」の

常陸那珂港区寄港時 観光   】
①おさかな市場、偕楽園、

ひたち海浜公園
②偕楽園、ひたち海浜公園
③徳川ミュージアム、偕楽園、

常磐神社、弘道館
④陶芸美術館、⼤津晃窯、

笠間稲荷神社
⑤⽜久⼤仏、筑波⼭神社、筑波⼭
⑥⼤洗磯前神社、⼤洗マリンタワー、
那珂湊おさかな市場

取組② 背後観光スポットとの連携によるクルーズ船誘致 

 クルーズ船の寄港は、港湾収入のほか、多くの乗船客による観光消費などの直接的な経済効果の

みならず、これら観光消費に伴う関連産業の生産・雇用の発生など波及効果が期待できる。また、

寄港地ツアーの多様化を図ることで、県内全域や県外も含めた経済効果の波及が期待できる。 

 そこで、クルーズ船の誘致に向け、地域の特色を活かした上質かつ多様なモデルツアーの造成、

地元市町村と連携したクルーズ旅客向け販促活動の実施、寄港地の食の魅力を伝える取組を推進

する。 
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みなと緑地ＰＰＰ（港湾環境整備計画制度） 

○港湾緑地等において、収益施設(カフェ等)の
整備と当該施設から得られる収益を還元して緑
地等の       等 ⾏ ⺠間事業者 対
  緑地等 ⾏政財産 貸付 可能   認
定制度 

大洗港区内での賑わいの様子日立港区内での賑わいの様子 

取組③ みなとを中心とした交流拠点の創出 

 茨城県の入込客数は近年順調に回復し、令和５年の観光消費額は過去最高の 3,576 億円となって

いる。また、茨城県を訪れる外国人観光客も増加傾向にあり、観光客の周遊の促進・消費の拡大

を図る必要がある。 

 また、茨城県では、豊富な観光資源を持ち、本県を代表する観光地である。ひたちなか大洗地域

において、観光資源等を磨き上げることにより、さらに魅力的でおしゃれなリゾートを目指す「ひ

たちなか大洗リゾート構想」を策定した。 

 今後は、「ひたちなか大洗リゾート構想」 等も踏まえながら、「みなと緑地 PPP」等、民間の資金

やノウハウの活用や近隣施設との連携などにより、新たな交流拠点の形成を図っていく。 
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⽇⽴港区 

常陸那珂港区 
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⼤洗港区
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サイバーポートの活用による効果的かつ効率的なアセットマネジメントのイメージ 

予防保全型維持管理への転換 

予防保全型維持管理への転換 

（４） 安全 安⼼  関  主 取組内容 
 

取組① 戦略的なインフラマネジメントの推進 

 港内の港湾施設（公共）は、現状の利用を 2054 年（30年後）まで継続した場合、約 8割の施設

が供用後 50年以上となる。 

 今後は、予防保全計画に基づく計画的な点検・補修・長寿命化対策の実施、老朽化や利用状況、

地域のニーズに応じた施設の利用転換を進めつつ、サイバーポートの活用による効果的かつ効率

的なアセットマネジメントを推進する。 

 また、漂砂や河川の流下土砂による航路等の埋没対策についても計画的な維持浚渫を推進する。
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気候変動等による外力強大化イメージ 

取組② 気候変動等を考慮した臨海部の強靭化 

 近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震、首都直下地震等の

大規模地震が切迫している。 

 大規模な自然災害が発生した際の復旧・復興拠点としての港湾の機能強化を図るとともに、複合

災害が発生した場合でも基幹的海上交通ネットワークを可能な限り維持し、サプライチェーンへ

の影響を最小限に抑制する取組を推進する。 

 また、官民協働による津波等への対応を進め、物流機能や産業機能の維持を図っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         資料：防災・減災、国土強靭化のための５ヶ年加速化対策（令和 2 年 12 月）内閣官房 
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常陸那珂港区 

取組③ 長周期波及びうねり対策 

 茨城港では、長周期波及びうねりによる荷役障害に対し、防波堤の整備等により、港内静穏度が

向上している。 

 一方、日立港区の一部岸壁においては、東から南の波向きの場合、荷役に支障をきたすケースも

発生している。 

 今後、関係機関と共に検討を進め、港内水域の利便性及び静穏度向上に向けた取組を推進してい

く。 

 

防波堤整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼤洗港区 

⽇⽴港区 
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都心南部直下地震 震度分布図 

 地震の揺れによる被害 
  揺    全壊家屋 約 175 千棟 
  建物倒壊   死者 最⼤ 11,000 ⼈ 

 インフラ・ライフライン等の被害と様相 
  電⼒ 発災直後 約 5 割の地域で停電。１週間以上 

不安定 状況 続   
  港湾 ⾮耐震岸壁   多  施設 機能 確保   

     復旧  数 ⽉ 要    

人口
（令和5年1月1日時点）

工業出荷額
（2020年値）

コンテナ取扱貨物量
（2022年値）

東京湾 2,936万人（23％） 37兆円（12％） 811万TEU（36％）

注1：人口及び工業出荷額は、住民基本台帳及び工業統計表より作成
　（　）内は全国比　※東京湾：東京都、神奈川県、千葉県

注2：コンテナ取扱貨物量は港湾統計より作成
　（　）内は全国比　東京湾：東京港、横浜港、川崎港、千葉港

京浜港取扱コンテナ貨物の流動範囲 

 

取組④ 東京湾被災時の茨城港の貢献 

 東京湾は、我が国社会経済の中心である首都圏の中心に位置する内湾であり、人口は全国の約

23％、工業出荷額は約 12％を占めている。また、コンテナ取扱貨物量においても全国の約 36％

を取扱っている。 

 首都直下地震が発生した場合、東京湾内港湾の多くの施設で機能が確保できなくなり、我が国経

済及び物流に多大な影響を及ぼすことが想定されている。 

 そこで、首都直下地震が発生した場合、東京湾外に位置し、被害が少ないと想定される（震度 4

以下）茨城港において、緊急物資の輸送、コンテナ貨物の代替輸送、エネルギー（電力、ＬＮＧ

等）の供給、フェリー・ＲＯＲＯ船による輸送等、関東地方の市民生活及び産業活動等の維持に

貢献していく。 
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茨城港    主 取組内容 対応港区 
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７．空間利⽤      
 

これまでの取組内容等を踏まえ、以下のとおりゾーニング図を記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⽇⽴港区 

物流関連ゾーン

生産ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

エネルギー関連ゾーン

水産ゾーン

船だまり関連ゾーン

凡　　　例

-
9
6
-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

常陸那珂港区 
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物流関連ゾーン及び
人流関連ゾーン

緑地レクリエーションゾーン

水産ゾーン

環境保全ゾーン

凡　　　例

交流拠点ゾーン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⼤洗港区
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⽬標時期対応地区
主な取組内容取組⽅針機能 ⻑期

(～2050年代前半)

短・中期
(～2030年代後半)

⼤洗常陸
那珂⽇⽴

○①定期    航路等 拡充

⾸都圏のゲート
      物流
や産業の発展を
⽀える海上輸
送拠点の形成

物流 産業

○○○②新たな施設整備促進及び産業⽤地の確保

○○○③モーダルシフトの進展に対応したフェリー・RORO輸送能⼒ 強化

○○○④情報通信技術を活⽤した港湾のスマート化

○⑤ヒトを⽀援するＡＩターミナルの形成

○○⑥背後地  道路       強化

○○①次世代エネルギーの供給(輸送・貯蔵等)拠点化

背後地域の脱
炭素を⽀援する
カーボンニュート
ラルポートの形
成

環境
・エネルギー

○○○②物流 ⼈流      港湾地域 ⽴地  企業活動 脱炭素化

○○○③脱炭素化推進地区制度 活⽤等 ⾒据  ⼟地利⽤

○○○④港湾脱炭素化促進事業の推進

○○○⑤港湾の脱炭素化に関する将来構想

技術検討

技術検討

技術検討

規模及び配置検討

実現に向けた検討

規模及び配置検討

８．       
 

主な取組内容における目標時期を以下のとおり想定している。 
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⽬標時期対応地区
主な取組内容取組⽅針機能 ⻑期

(～2050年代前半)

短・中期
(～2030年代後半)

⼤洗常陸
那珂⽇⽴

○○①クルーズ船の受⼊環境整備背後地域の観
光振興を⽀える
交流 賑  拠
点の形成

⼈流 賑  ○○②背後観光スポットとの連携によるクルーズ船誘致

○○○③    中⼼   交流拠点 創出

○○○①戦略的            推進
災害対応⼒ 
向上による安全
かつ安定した港
の形成

安全・安⼼
○○○②気候変動等 考慮  臨海部 強靭化

○③⻑周期波及    対策

○○○④東京湾被災時の茨城港の貢献

事業検討

対応検討
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